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【訂正箇所について】 

（平成 24年度） 

 

○ １ページ （２）取りまとめ結果 

（誤） 

①－１ 独立行政法人等の役員における退職公務員の状況 
独立行政法人 

特殊法人 

認可法人 

特別の法律により設立される民間法人 

国立大学法人・大学共同利用機関法人 

日本司法支援センター 

649 人中 
446 人中 
142 人中 

1,459 人中 
679 人中 

7 人中 

 34 人［ 34 人］ 
 52 人［ 51 人］ 
 11 人［ 10 人］ 
 94 人［ 81 人］ 
 10 人［  8 人］ 
 1 人［  1 人］ 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

493人中 
320人中 
43 人中 
99 人中 

494人中 
2 人中 

32人［ 32人］） 
46 人［ 45 人］） 
6 人［ 6 人］） 

19 人［ 19 人］） 
4 人［  2 人］） 
0 人［  0 人］） 

（注）退職公務員のうち、本府省の課長・企画官相当職以上並びに施設等機関、特別の機関その他
の附属機関及び地方支分部局の本府省課長・企画官相当職以上（以下「本府省企画官相当職
以上」という。）として職務に従事した者に係る状況については、［ ］で内数として表記し
ている。①－２及び③について、同様。 

 
（正） 

①－１ 独立行政法人等の役員における退職公務員の状況 
独立行政法人 

特殊法人 

認可法人 

特別の法律により設立される民間法人 

国立大学法人・大学共同利用機関法人 

日本司法支援センター 

649 人中 
446 人中 
142 人中 

1,459 人中 
679 人中 

7 人中 

 34 人［ 34 人］ 
 52 人［ 51 人］ 
 11 人［ 10 人］ 
106 人［ 91 人］ 
 10 人［  8 人］ 
 1 人［  1 人］ 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

493人中 
320人中 
43 人中 
99 人中 

494人中 
2 人中 

32人［ 32人］） 
46 人［ 45 人］） 
6 人［ 6 人］） 

20 人［ 19 人］） 
4 人［  2 人］） 
0 人［  0 人］） 

（注）退職公務員のうち、本府省の課長・企画官相当職以上並びに施設等機関、特別の機関その他
の附属機関及び地方支分部局の本府省課長・企画官相当職以上（以下「本府省企画官相当職
以上」という。）として職務に従事した者に係る状況については、［ ］で内数として表記し
ている。①－２及び③について、同様。 

 
○ ２ページ （２）取りまとめ結果 

（誤） 
④ 独法等情報公開法対象法人の役員における当該法人の退職者の状況 

独立行政法人 
特殊法人 
認可法人 
国立大学法人・大学共同利用機関法人 
日本司法支援センター 

649 人中 
120 人中 

43 人中 
679 人中 

7 人中 

170 人  
36 人 
12 人 
74 人 
0 人                   

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

493 人中 
77 人中 
29 人中 

494 人中 
2 人中 

160 人） 
34 人） 
12 人） 
32 人） 
0 人） 
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（正） 
④ 独法等情報公開法対象法人の役員における当該法人の退職者の状況 

独立行政法人 
特殊法人 
認可法人 
国立大学法人・大学共同利用機関法人 
日本司法支援センター 

649 人中 
120 人中 

43 人中 
679 人中 

7 人中 

179 人  
36 人 
12 人 
74 人 
0 人                   

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

（うち常勤 

493 人中 
77 人中 
29 人中 

494 人中 
2 人中 

168 人） 
34 人） 
12 人） 
32 人） 
0 人） 

 
○ 別表 ９ページ～ 

（誤）※該当法人のみ抜粋 

 

  

厚生労働省 ＊ (独) 勤労者退職金共済機構 5 1 1 [ 1 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
高齢・障害・求職者雇
用支援機構

7 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 2 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独) 労働者健康福祉機構 6 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 [ 1 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
医薬品医療機器総合機
構

5 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 0 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独) 医薬基盤研究所 1 3 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
年金・健康保険福祉施
設整理機構

1 3 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独) 国立がん研究センター 3 5 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 3 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立循環器病研究セン
ター

2 4 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立国際医療研究セン
ター

3 5 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

(民)
建設業労働災害防止協
会

0 74 3 [ 3 ]

(民)
陸上貨物運送事業労働
災害防止協会

1 90 0 [ 0 ] 2 [ 2 ]

(民)
林業・木材製造業労働
災害防止協会

0 57 0 [ 0 ]

(民)
社会保険診療報酬支払
基金

5 15 1 [ 1 ] 0 [ 0 ]

-

-
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（正）※該当法人のみ抜粋 

 

 

○ （参考２）16ページ 

（誤） 

１ 独立行政法人等の役員に関する就任状況 

 今回調査［平成 24 年 10 月 1 日時点］ 前回調査［平成 23 年 10 月 1 日時点］ 

法人数 

役員数 

うち 

退職公務員

の数 

役員におけ

る 

退職公務員

の割合 

法人

数 

役員数 

うち 

退職公

務員の

数 

役員におけ

る 

退職公務員

の割合 

（うち常

勤） 

（うち常

勤） 

（うち常

勤） 

（うち常

勤） 

（うち

常勤） 
（うち常勤） 

独 立 行 政

法人 
102 

649 

（493） 

34 

（32） 

5.2％ 

（6.5％） 
103 

655 

（497） 

45 

（43） 

6.9％ 

（8.7％） 

特殊法人 33 
446 

（320） 

52 

（46） 

11.7％ 

（14.4％） 
32 

413 

（316） 

60 

（54） 

14.5％ 

（17.1％） 

認可法人 
9 

142 

（43） 

11 

（6） 

7.7％ 

（14.0％） 
8 

134 

（39） 

9 

（6） 

6.7％ 

（15.4％） 

特 別 民 間 36 1,459 94 6.4％ 36 1,459 104 7.1％ 

厚生労働省 ＊ (独) 勤労者退職金共済機構 5 1 1 [ 1 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
高齢・障害・求職者雇
用支援機構

7 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 3 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独) 労働者健康福祉機構 6 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 [ 1 ] 2 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
医薬品医療機器総合機
構

5 1 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 2 [ 2 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独) 医薬基盤研究所 1 3 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
年金・健康保険福祉施
設整理機構

1 3 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独) 国立がん研究センター 3 5 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 3 ( 0 [ 0 ] ) 1 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立循環器病研究セン
ター

2 4 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

＊ (独)
国立国際医療研究セン
ター

3 5 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 0 [ 0 ] 1 ( 0 [ 0 ] ) 0 ( 0 [ 0 ] )

(民)
建設業労働災害防止協
会

0 74 4 [ 4 ]

(民)
陸上貨物運送事業労働
災害防止協会

1 90 0 [ 0 ] 5 [ 4 ]

(民)
林業・木材製造業労働
災害防止協会

0 57 5 [ 5 ]

(民)
社会保険診療報酬支払
基金

5 15 2 [ 1 ] 2 [ 2 ]

-

-
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法人 （99） （19） （19.2％） （100） （24） （24.0％） 

国 立 大 学

法人等 
91 

686 

（496） 

11 

（4） 

1.6％ 

（0.8％） 
91 

682 

（494） 

13 

（4） 

1.9％ 

（0.8％） 

計 
271 

3,382

（1,451） 

202 

（107） 

6.0％ 

（7.4％） 
270 

3,343 

（1,446） 

231 

（131） 

6.9％ 

（9.1％） 

 

（正） 

１ 独立行政法人等の役員に関する就任状況 

 今回調査［平成 24 年 10 月 1 日時点］ 前回調査［平成 23 年 10 月 1 日時点］ 

法人数 

役員数 

うち 

退職公務員

の数 

役員におけ

る 

退職公務員

の割合 

法人

数 

役員数 

うち 

退職公

務員の

数 

役員におけ

る 

退職公務員

の割合 

（うち常

勤） 

（うち常

勤） 

（うち常

勤） 

（うち常

勤） 

（うち

常勤） 
（うち常勤） 

独 立 行 政

法人 
102 

649 

（493） 

34 

（32） 

5.2％ 

（6.5％） 
103 

655 

（497） 

45 

（43） 

6.9％ 

（8.7％） 

特殊法人 33 
446 

（320） 

52 

（46） 

11.7％ 

（14.4％） 
32 

413 

（316） 

60 

（54） 

14.5％ 

（17.1％） 

認可法人 
9 

142 

（43） 

11 

（6） 

7.7％ 

（14.0％） 
8 

134 

（39） 

10 

（6） 

7.5％ 

（15.4％） 

特 別 民 間

法人 
36 

1,459 

（99） 

106 

（20） 

7.3％ 

（20.2％） 
36 

1,459 

（100） 

117 

（25） 

8.0％ 

（25.0％） 

国 立 大 学

法人等 
91 

686 

（496） 

11 

（4） 

1.6％ 

（0.8％） 
91 

682 

（494） 

13 

（4） 

1.9％ 

（0.8％） 

計 
271 

3,382

（1,451） 

214 

（108） 

6.3％ 

（7.4％） 
270 

3,343 

（1,446） 

245 

（132） 

7.3％ 

（9.1％） 

 

 


